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脳卒中の再発予防に関する医療施設の

患者教育の実態調査

原田浩二 1，*)森山美知子 2) 百田武司 3) 長束一行 4) 大森豊緑 5)
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脳卒中の再発予防に関する患者教育の実態を明らかにするために，広島県と大阪府豊能医療固における病院及び診

療所の医療スタップに対して質問紙による郵送調査を行った.調査期間は 2010年 1月-3月，質問紙配布数は病院

157施設，診療所 395施設，病院の有効回答数は 47部(有効回答率29.9%に診療所は 168部(有効回答率42.5%)

であった.

患者教育実施割合は急性期病棟 70.8%，回復期病棟 57.1%，病院外来43.5%，診療所 61.3%，教育時間は急性期

病棟と慢性期病棟ではf1-2時間jがそれぞれ 52.9%，37.5%であった病院外来と診療所では rlO分未満jが

それぞれ60.0%， 84.4 %と高く，医師による患者教育が多かった.地域連携パスの使用は病院 24施設 (51.1%)，診

療所は 32施設 (19.0%)であった.

再発率の高い脳卒中の再発予防のためには，回復期病棟と病院外来において高血圧や高脂血症，糖尿病管理等を踏

まえた専門スタッフによる教育の必要性が示唆された.

緒 百

平成 21年度の日本の死因別順位によると脳卒中は，

悪性新生物，心疾患に次いで、第3位，年間死亡数は約

12万2千人1) であり，平成9年よりその順位を維持し

ている.また脳血管疾患の国民医療費は，1.5兆円を記し，

悪性新生物の 2.8兆円，高血圧性疾患の1.8兆円と並ん

で高額である 2) さらに要介護度 1-5の介護が必要と

なった原因は脳卒中がトップであり，介護分野でも大き

な費用を占めている3) このように脳卒中は運動機能障

害や言語障害などの後遺症だけではなく，医療費，介護

費の割合を多く占めていることから，脳卒中の再発予防

が患者の QOLの維持と費用の適正化のために重要であ

る.

脳卒中の累積再発率は 5年間で 35.3%，10年間で

51.3%といわれ，年数が経過するほど高い割合を示して

いる4) したがって，残存機能の維持と回復のために急

性期，回復期，維持期の長期に渡ってリハビリテーショ

ン(以後， rリハビリJと略す)を実施していても， r脳
卒中予防十か条jが示している脳卒中主要危険因子であ

る高血圧，糖尿病，不整脈，喫煙，過度の飲酒，高コレ

ステロール血症5) などの生活習慣の改善を図らなけれ

ば，再発をくり返す結果となる.

今後，脳卒中の重症化，再発予防及び医療費・介護費

の適正化のためには，急性期医療機関と回復期・維持期

治療を行う慢性期病棟，病院外来，診療所との連携を進

め，基礎疾患管理を含む広義の疾病管理を促進する必要

がある.そこで本研究では，引き続き実施する患者教育

介入研究のフィールドとして選択した地域における，脳

卒中再発予防のための患者教育の実態を明らかにすると

ともに，地域連携及び患者教育の具体的な対策を提示す

る基礎資料を得たので報告する.

目 的

病院・診療所における脳卒中再発予防のための患者教

育の実態を明確にして，地域連携及び患者教育のあり方

を検討する.

対象及び方法

1.調査期間:2010年 1月20日-2010年3月10日

2.調査対象

調査対象は次の 552医療施設(病院 157，診療所

395)とした.なお，脳卒中の診療に関わる医療機関とは，
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脳卒中の救急医療から回復期，及び再発予防のための病

院外来・入院診療を行っているとされる医療施設とした.

1)広島県のホームページ「広島県保健医療計画におけ

る『急性心筋梗塞』及び[脳卒中』に係る医療連携体

制jに掲載されている病院 132施設 (23.9%)，診療

所 256施設 (46.4%).

2)独立行政法人福祉医療機構が運営する保健・福祉・

医療情報WAMNETに掲載されている大阪府豊能医

療圏の心筋梗塞，脳卒中の診療に関わる病院 25施設

(4.5%) ，診療所 139施設 (25.2%). 

3.データ収集方法

郵送による無記名自記式質問紙法で，病院は看護部長

宛，診療所は院長宛に調査紙を送付し，層、者教育の実態

を把握している医療スタップに質問紙への記入を依頼し

た.病院については急J性期病棟，回復期病棟及び病院外

来に分けて質問紙の記入を依頼した.記入後は同封した

返信用封筒に入れて郵送を依頼し，質問紙を回収した.

4.調査内容

医療施設の概要(病床数，年間入院患者数等)，教育

体制に関する項目(専門医・専門スタッフの配置，指導

管理料，院内クリテイカルパス(以後， fパスJと略す)， 

地域連携パスの使用状況等)，患者教育の実態(教育の

実施率，集団教育や個別教育，パンフレットの使用等の

教育方法，教育内容，実施職種・実施時間・家族への教

育・教育していない理由等)について多肢選択法と自由

記載法にて調査した.

5.分析方法:すべての質問項目の割合について記述統

計を行った.

6.倫理的配慮

本調査の実施にあたり，広島大学大学院保健学研究科

倫理審査委員会の承認を受けた.質問紙は無記名で，医

療機闘が特定できないようにした看護部長文は院長宛

に，調査の趣旨，目的，回答の任意性，公表の仕方を記

載した依頼文書を送付し，質問紙の返信をもって同意が

あったとみなした.

結果

病院は 157施設中 54施設から回答が得られ，うち有

効回答のあった 47施設を分析対象とした(回収率

34.4%，有効回答率 29.9%). なお，病院の内訳は，急

性期病棟 24，回復期病棟 14，病院外来 46となった

診療所は 395施設中 168施設から回答が得られ，全て

を分析対象とした(回収率及び有効回答率42.5%).

1.調査対象の属性

1)病床規模別病院数

200床未満が 30施設 (63.8%)， 200 -500床未満が

11施設 (23.4%) ， 500床以上が6施設 (12.8%)であっ

た.

2)脳卒中患者数等

脳卒中の年間入院患者数は，回答が得られた急性期及

び回復期病棟 38病院中 f0 -50人」が 11施設， f51 

-200人」が 13施設， f201人以上」が 9施設，無回

答5施設であった.月平均外来患者数は，回答が得られ

た病院外来 46病院中 fO-10人J11施設，次いで f11

人-100人J11施設， f101人以上J13施設，無回答

11施設であった.診療所では fO-50人jが102施設

と最も多かった.

2.脳卒中のパス使用率と患者教育実施率及び教育時間

脳卒中の院内パスの使用は，病院 47施設中 9施設

(19.1%)，地域連携パスの使用は病院 24施設 (51.1%)，

診療所は 168施設中 32施設(19.0%)であった.

脳卒中の患者への教育の実施は，急性期病棟 17施設

(70.8%) ，回復期病棟8施設 (57.1%)，病院外来 20施

設 (43.5%)，診療所 103施設 (61.3%)であった(表 1). 

教育時間については，急性期病棟では fl-2時間jが

9施設 (52.9%)，慢性期病棟ではf1-2時間Jf3-

4時間Jがそれぞれ3施設 (37.5%)であった.病院外

来と診療所では flO分未満Jの回答が 6-8割を占め

た(表2). 

表1.患者教育の実態

病院
診療所

急性期病棟 回復期病棟 病院外来

n = 24 (%) n = 14 (%) n = 46 (%) n = 168 (%) 

実施している 17 (70.8) 8 (57.1) 20 (43.5) 103 (61.3) 

実施していない 6 (25.0) 6 (42.9) 22 (47.8) 65 (38.7) 

無回答 1 ( 4.2) o ( 0.0) 4 ( 8.7) o ( 0.0) 
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表2.1人当たりの教育時間数

病院
診療所

急性期病棟 回復期病棟 病院外来

n = 17 (%) n = 8 (%) n = 20 (%) n = 103 (%) 

5分未満 5 (25.0) 44 (42.7) 

5分以上 10分未満 7 (35.0) 43 (41.7) 

10分以上 6 (30.0) 15 (14.6) 

1時間未満 3 (17.6) o ( 0.0) 

1-2時間 9 (52.9) 3 (37.5) 

3-4時間 2 (11.8) 3 (37.5) 

5時間以上 3 (17.7) 1 (12.5) 

無回答 o ( 0.0) 1 (12.5) 2 (10.0) 1 (1.0) 

表3.患者教育の方法

急性期病棟

n = 17 (%) 

退院時指導 16 (94.1) 

医師による個別指導

管理栄養士による栄養指導 13 (76.5) 

パンフレットの配布 9 (52.9) 

服薬指導 2 (11.8) 

調理実習 1 ( 5.9) 

教室などの集団指導 o ( 0.0) 

3.指導管理料の算定

病院では「リハビリ総合計画評価料J19施設 (40.4%)，

「亜急性期入院医療管理料J13施設 (27.7%)，r回復期

リハビリ病棟入院料J13施設 (27.7%)，r脳血管疾患

等リハビリ料(I) J 18施設 (38.3%)，r脳血管疾思等

リハビリ料(II)J 8施設(17.0%)，r脳血管疾患等リ

ハビリ料 (m)J7施設(14.9%)であった.

診療所では， r持定疾患療養管理料J143施設 (85.1%)， 

「生活習慣病管理料J44施設 (26.2%)， r糖尿病合併症

管理料J15施設 (8.9%) であった. リハビリ料の算定

については， r脳血管疾患等リハビリ料 1J 2施設

(1.2%)， r脳血管疾患等リハビリ料IIJ 3施設(1.8%)，

「脳血管疾患等リハビリ料mJ5施設 (3.0%) と少なく

なった.

4.患者教育の方法

病棟では「退院時指導jが急性期，回復期病棟いずれ

においても最も多く，次いで「管理栄養士による栄養指

導J，次に「パンフレットの配布jであった.

病院外来・診療所は，いずれにおいても「医師による

病院
診療所

回復期病棟 病院外来
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n = 8 (%) n = 20 (%) n = 103 (%) 

7 (87.5) 

20 (100.0) 103 (100.0) 

6 (75.0) 15 ( 75.0) 12 ( 11.7) 

4 (50.0) 13 ( 65.0) 52 ( 50.5) 

o ( 0.0) 

1 (12.5) 1 ( 5.0) o ( 0.0) 

1 (12.5) o ( 0.0) 3 ( 2.9) 

個別指導」が全施設において実施されていた次いで「パ

ンフレット配布jによる教育は診療所に多かった(表3).

5.教育内容と実施専門スタッフ

1)病棟・病院外来・診療所における患者教育の内容

患者教育内容として「食事療法Jと「日常生活の注意

事項Jは，診療所での実施割合が最も多かった.r服薬

管理Jは急'性期病棟で、の実施割合が多かった忠者教育

の実施数は診療所が高い結果となった(表4). 

2)患者教育実施職種

急性期病棟では， r食事療法」については管理栄養士

が92.8%，r服薬管理」については薬剤師が 82.3%，r日
常生活の注意事項」は看護師が 100.0%であった.

回復期病棟では， r食事療法jについては管理栄養士

が 100.0%，r服薬管理」については薬剤師が 71.4%，r日
常生活の注意事項Jは看護師が 85.7%であった.

病院外来では， r食事療法jは管理栄養士が 81.2%で

あった. r服薬管理」については薬剤師の 29.4%よりも

医師の 88.2%が多かった. r日常生活の註意事項jは看

護師の 70.5%よりも医師の 89.4%が多かった.



表4.病棟・病院外来・診療所における教育内容別の実施施設数

病院
診療所

急性期病棟 回復期病棟 病院外来

n = 17 (%) n = 8 (%) n = 20 (%) n = 103 (%) 

食事療法 14 ( 82.4) 

運動療法 10 ( 58.8) 

禁煙指導 11 ( 64.7) 

日常生活の注意事項 16 ( 94.1) 

服薬管理 17 (100.0) 

血圧の管理 13 ( 76.5) 

糖尿病の管理 10 ( 58.8) 

疾患の理解 4 ( 82.4) 

行動変容 7 ( 41.2) 

診療所では， r食事療法jについては管理栄養士や看

護師よりも医師が 88.6%実施していた. r服薬管理」に

ついても同様に薬剤師よりも医師が 93.7%実施してい

た.全ての教育内容で医師が最も多く患者教育を実施し

ていた.

6.患者教育を実施していない理由

教育を実施していない理由として， r人手不足」と「時

聞がない」が病棟・病院外来・診療所のいずれにおいて

も半数以上を占めた.また，病院外来では「かかりつけ

医に戻す」が 40.9%と高い割合を占めた.

考察

本調査で質問紙の回収率が 34.4%と低かった理由と

して，脳卒中又は心筋梗塞に関わる病院として掲載され

ているものの，実際には当該疾患の診療数がゼロである

病院が見られたこと，また今回，心筋梗塞再発予防の実

態調査を同時に行ったため 脳神経系を専門とする病院

と心筋梗塞を専門とする病院が異なり，両方を専門とし

なければ回答ができないと医療機関が判断されたことが

考えられる.

1.地域連携パスの活用と患者教育の実態

脳卒中の再発予防のためには，救急病院や脳卒中セン

ターなどの急性期病棟，療養型を含めた慢性期病棟，病

院外来，診療所，介護施設や通所リハビリなど 1人の患

者に対して疾病管理を含めた継続的な患者教育が必要で

ある.特に脳卒中は再発率が高いことから，医療連携を

中心としたネットワークが必要不可欠であり，その実現

のためには地域連携パスの使用はネットワーク確立のた

めに重要である.しかし今回の結果については， 2007 
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6 (75.0) 16 (80.0) 97 (94.2) 

5 (62.5) 15 (75.0) 88 (85.4) 

3 (37.5) 15 (75.0) 81 (78.6) 

7 (87.5) 19 (95.0) 101 (98.1) 

7 (87.5) 17 (85.0) 95 (92.2) 

6 (75.0) 17 (85.0) 100 (97.1) 

4 (50.0) 11 (55.0) 80 (77.7) 

5 (62.5) 12 (60.0) 91 (88.3) 

2 (25.0) 10 (50.0) 49 (47.6) 

年の改正医療法により脳卒中，心筋梗塞，糖尿病，がん

の4疾病の医療連携体制の構築と疾患ごとの地域連携パ

スの作成・実施が推進6)されていることを踏まえると地

域連携パスの活用は十分とは言い難い.

さらに患者教育の実施率は，急性期病棟と比較して回

復期病棟が低く，診療所と比較して病院外来が低かった.

回復期病棟は急性期より長い入院期間にも関わらず，ま

た回復期は急性期と維持期の聞の中心部分で、あることを

考慮すると，回復期病棟から地域医療へ情報や継続的な

患者教育が止まるという状況は避けるべきと考える.さ

らに慢性期病棟，及び病院外来からの後方への医療連携

は施設が異なるため，何の情報を共有するかというパス

の形式作成は困難であるが，そのパス作成過程が地域の

連携を深めることであり，医療の質を均一化し，効率化

することにつながる 7) そこで，まずは地域医療に携わ

るスタッフや介護施設と接触を図り，パス作成や改善の

協議をはじめることが地域連携医療促進の第一歩と考え

る.

2.脳卒中再発予防のための患者数育

脳卒中治療ガイドライン8)によると脳出血による死亡

は，食事の減塩とたんぱく質の量の増加，及び高血圧の

降圧薬治療によって激減したが，糖尿病や高脂血症が著

しく増加，アテローム血栓性脳梗塞が増加，同時に心原

性脳塞栓が増加していると報告されている.降圧薬や抗

凝固薬，抗脂質薬の開発と改良により，脳卒中の発症や

再発が抑制傾向にあることは明らかであるが，高血圧症

や糖尿病などの基礎疾患の改善を土台にしなければ，根

本的な予防を図ることはできない.

そこで食事に対する患者教育の実態をみると，管理栄

養士による食事指導の実施率は診療所以外で高いもの

の，調理実習が実施されている所はほとんどなかった.
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糖尿病の食事コントロールも含めて，塩分や脂質制限な

ど食習慣の改善を患者とその家族が実行に移すには，調

理実習は見直される教育方法と考える.そこで病院では

管理栄養士による食事療法の指導，また設備機能を活か

して調理実習等を行い，患者と食習慣改善の目標設定を

行うことが重要である.そして地域連携パスを踏まえて

塩分制限や高血圧管理を含めた食事に関する教育内容の

継続を図り，診療所においては医師・看護師によって食

習慣改善及び目標到達度の確認を患者と行うことが疾病

管理のーっとして重要と考える.

また，糖尿病は脳梗塞の確立された危険因子とされな

がら，糖尿病管理の患者教育の実態は約半数であった.

脳卒中治療ガイドライン8)によると脳梗塞の発症予防に

は，糖尿病を含む危険因子として高血圧，脂質異常症，

肥満，喫煙を包括的にコントロールすることが必要と述

べている.すなわち食習慣の改善を図らなければ，塩分・

脂質のコントロールが十分にできず，結局は脳卒中の再

発につながると考える.

3.今後の地域連携と患者教育のあり方への課題

脳卒中は後遺症を残しやすく，予防医学の観点から考

えると，一次・二次予防を強化することが望ましい.特

に脳梗塞は再発率が高いことから， IT技術を活かし9)

病院・診療所・訪問事業・保健福祉施設や在宅をつなぐ

情報ネットワークを普及し，再発防止を第一目標とした

切れ目のない医療サービスの提供が求められる10.JJ) 

武藤は疾病管理モデルからみた脳卒中の医療連携とし

て地域連携パスの普及が疾病管理のインフラを形成する

とし，パス患者登録をするデータベースの構築，疾病ケ

アマネージャーの育成，情報共有するための IT連携化

の構築を課題としており 12) 本調査の地域連携パス使用

状況や思者教育の実態をみるとその課題が未だに明確化

されていない状況が伺えた.

そこで，脳卒中再発及び重症化予防のためには回復期

病棟のチームによる患者教育の充実や，診療所のスタッ

プ体制の強化による教育の充実，あるいは疾病管理を推

し進める国々が展開するような病院の外部組織による教

育を展開する仕組みなどの整備が必要と考える.

結 語

1.脳卒中の地域連携パスの使用は，病院 51.1%，診

療所は 19.0%であった.

2. 脳卒中患者の患者教育実施率は，急性期病棟

70.8%，回復期病棟 57.1%，病院外来 43.5%，診療

所 61.3%であった.

3. 教育時間は，急性期病棟は r1 -2時間jが

52.9%，慢性期病棟は f1-2時間Jf3 - 4時間」

が 37.5%，病院外来と診療所は flO分未満Jがそれ

ぞれ 60.0%， 84.4 %であった.

4.急性期病棟と回復期病棟では退院時指導の実施割合

が高く，病院外来と診療所では医師による個別指導の

実施割合が高かった

5.脳卒中再発予防のためには，回復期病棟と病院外来

において高血圧や高脂血症 糖尿病管理等を踏まえた

専門スタップによる教育の必要性が求められる.
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In order to examine the current state of patient education on the prevention of cerebral apoplexy 

recurrence, a questionnaire survey was conducted. The participants were medical staffers at 157 

hospitals and 395 clinics in Hiroshima Prefecture and Toyono Medical Bloc, Osaka Prefecture. The 

survey form was sent by mail and the study was conducted between January and March, 2010. Forty

seven valid forms were received from the hospitals (a valid response rate of 29.9%) and 168 from the 

clinics (42.5%). 

Patient education was practiced at 70.8% of the acute-stage wards, 57.1% of the recovery-stage 

wards, 43.5% of the outpatient units, and 61.3% of the clinics. The average time spent on patient 

education was "1-2 hours" at 52.9% of the acute-stage wards and 37.5% of the chronic-stage wards. 

Only "less than 10 minutes" was spent at 60.0% of the outpatient units and 84.4% of the clinics, 

respectively; it was provided mostly by the doctors. Community collaboration paths were used by 24 

hospitals (51.1 %) and 32 clinics (19.0%). 

It was inferred that, in order to prevent recurrence of cerebral apoplexy, which has a high rate of 

recurrence, education by specialists is called for at recovery-stage wards and outpatient units with a 

focus on management of high blood pressure, hyperlipemia and diabetes. 
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